
 

 

 

 

 

住民、民間企業・団体が 

行政サービスを担うための課題と方策 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 30 年 10 月 

株式会社Ｔ．Ｉ．Ｅ 

株式会社ソシオ エンジン・アソシエイツ   



 

目次 

 

1 調査実施概要 ........................................................................................................................... 1 

1.2 調査内容及び調査対象 ..................................................................................................... 1 

1.3 調査手法 ........................................................................................................................... 2 

1.4 調査スケジュール ............................................................................................................ 2 

2 総括 ......................................................................................................................................... 3 

3 地域運営組織展開型について ................................................................................................. 3 

3.1 地域運営組織型の展開に関する考察 ............................................................................... 3 

3.2 総務省の取り組みと考え方 .............................................................................................. 4 

3.3 雲南市の事例.................................................................................................................. 10 

3.4 浜松市の事例.................................................................................................................. 19 

4 NPO・社会的企業協働型について ....................................................................................... 25 

4.1 NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察.............................................................. 25 

4.2 三鷹市の事例.................................................................................................................. 26 

4.3 宮崎市の事例.................................................................................................................. 32 

5 方向性 .................................................................................................................................... 35 

5.1 NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察.............................................................. 35 

参考資料：報告会 発表資料 ........................................................................................................ 41 



1 

 

1 調査実施概要 

 

1.1 趣旨 

これまでの調査（神戸市におけるリカレント教育のあり方、IT を使った働き方改革）

の成果を本質的な改革として進めていくために、今後望まれる本来的な地方自治のあ

り方を検討する。 

 

1.2 調査内容及び調査対象 

1.2.1 地域運営組織展開型について 

1.2.1.1 地域運営組織型の展開に関する考察 

川北 秀人 氏 

小規模多機能自治体ネットワーク 仕掛け人 

IIHOE〔人と組織と地球のための国際研究所〕代表者  

ソシオ・マネジメント編集発行人 

一般社団法人ソーシャルビジネス・ネットワーク 理事 

1.2.1.2 総務省の取り組みと考え方 

光永 祐子 氏 

総務省 自治行政局行政課 課長補佐 

柳澤 祐史 氏 

総務省 総務省地域力創造グループ地域振興室 課長補佐 

1.2.1.3 雲南市の事例 

板持 周治 氏 

島根県雲南市役所 政策企画部 地域振興課 統括主任 

1.2.1.4 浜松市の事例 

鈴木 康友 氏 

浜松市 市長 

川嶋 朗夫 氏 

浜松市 総務部長 

福田 哲巳 氏 

浜松市 企画課 都市経営諮問会議担当 

山下 昭一 氏 

浜松市 市民部長 

岡安 章宏 氏 

浜松市 市民部次長 

藤田 裕 氏 

浜松市 市民部 市民協働・地域政策課 課長補佐 
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白柳 健司 氏 

浜松市 市民部 市民協働・地域政策課 副主幹 市民協働グループ長 

1.2.2 NPO・社会的企業協働型について 

1.2.2.1 NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察  

中村 陽一 氏 

立教大学大学院 21 世紀社会デザイン研究科 教授 

立教大学社会デザイン研究所 所長 

一般社団法人ソーシャルビジネス・ネットワーク 常任顧問 

1.2.2.2 三鷹市の事例 

大朝 摂子 氏 

三鷹市 会計管理者 

1.2.2.3 宮崎市の事例 

石田 達也 氏 

NPO 法人 宮崎文化本舗 理事長 

 

1.3 調査手法 

ヒアリング調査及びデスクリサーチ 

 

1.4 調査スケジュール 

 平成 30 年 8 月：デスクリサーチ 

 平成 30 年 9～10 月：ヒアリング調査 

 平成 30 年 10 月：報告書作成 
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2 総括 

 

調査から見えてきた地域自治推進のあり方 

ポイント１：行政と住民がイコールパートナーとなる 

• 行政側は住民目線に立てるような若手人材を育成 

• 住民側は下請けでなく、持続可能な事業モデルをつくるための努力を図る 

ポイント２：行政と住民の橋渡し機能を構築する 

• 行政側、住民側、共に歩み寄ることが必要 

• 三鷹：住民が主体となった橋渡し／浜松、雲南：行政が主体となった橋渡し 

ポイント３：地縁組織と NPO・社会的企業、二つの組織との連携を進める 

• 基礎的な地域自治は地縁組織との連携が効率的 ⇒地域運営組織展開型 

子育て支援や介護という、地縁組織では担い切れない、専門性の高い分野は、NPO 

 

3 地域運営組織展開型について 

 

3.1 地域運営組織型の展開に関する考察 

人口構成からのまちづくりを 

• これからは 85 歳以上が増える時代であるため、都心部か都心部でないかという視

点ではなくて、人口構成からのまちづくりを行うべきである。 

• 2025 年には 3.5 人に一人が一人暮らしの後期高齢者となる。しかも男性の 3.5 倍が

女性であり、免許がないため、買い物と通院が大きな課題となる。 

地域運営組織を推進するにあたっての、国、自治体への提案 

• 国への提案： 

 地域組織に法人格を与えることを総務省に働きかけている。 

 小規模多機能自治を担う団体に寄付した時の税制優遇を行えるようにしたいと考

えている。 

• 自治体への提案： 

 自治体職員の給料の 1 割、補助金の 1 割を小規模多機能自治にスライドする提案を

している。例えば 1000 人の集落だとすると、約 1600 万円の収益が生まれるため、

人を雇うことができるようになる。 

 高齢者向け配食サービスをコンビニエンスストアが展開しており、高齢者の年金は、

かなりコンビニに流れている。これをコンビニではなく、コミュニティに流れるよ

うな事業をつくっていくべきだと考える。 

このような中で、行政に期待することは、人材育成支援と権限委譲である。 

 

行政機能の外部化への、クレーム対応に関するヒント 
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行政機能の外部化に対するクレームに関しては、これが起こることは避けられないた

め、地域運営組織、共済組織、行政が連携し、クレームに最低限応えられる仕組みを

つくることが重要。 

地域運営組織の活性化に関するヒント 

• 地域運営組織の活性化については、成功事例のモデル化（成功要因の抽出）と、シ

ョーアップがポイントとなる。例えば、島根県雲南市では、JA がなくなる際に、

地域自治組織が自分たちで運営するようになった。どのように運営を成功させてい

るかというと、時間を限定し、1 週間に 4 時間しかあけないということにして運営

を軽くしている。 

• また、まずは地域課題を住民と共有することが重要。例えば市民バスの例では、自

分の自宅前で止まってくれるなら運転手をやってもいいよ、という人がでてきたり

する。なんでも行政が介入するのではなく、課題を自分たちごとにし、自分たちが

置かれている状況がいかに困難であるかを正確に知ってもらうことが重要である。 

参考）政令指定都市の優れた展開：浜松市 ⇒後述 

 

3.2 総務省の取り組みと考え方 

 

地域自治組織について 

旧市町村地域の住民の声を新市町村の施策に反映する組織として、地域自治組織（地域

自治区、合併特例区、地域審議会）の制度が設けられている。 

 

 

認可地縁団体について 
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 地域自治組織の一つの形態。 

 学校区を踏まえる組織と踏まえない組織とがある。 

 高齢者介護など、特定テーマに特化した組織と、組織を各テーマごとに部会に分

けて展開する組織とがある。 

 また複数の団体が集結する形で、展開している組織もある。 

 

 

地域運営組織について 

 地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地

域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地

域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織を指す。 

 地方創生の流れを受け、国としても地域運営組織を増やしていく方向で、支援策

を展開している。 
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地域運営組織の事例～①波多コミュニティ協議会（島根県雲南市） 

平成 16 の 6 町村合併時に協議会（認可地縁団体）を設置。地域の民間スーパーマーケッ

ト撤退に伴い、地域運営組織としてスーパーを展開。あわせて、高齢者のための送迎支

援等の展開も図る。 
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地域運営組織の事例～②We Love 天神協議会（福岡市中央区） 

エリアマネジメント団体として設立し、防犯（防犯パトロール、街頭防犯カメラ運用）、

来街者サービス（天神案内人ボランティア）、交通マネジメント（フリンジパーキング、

公共交通利用促進運動）、クリスマスイベント、歩行者天国、こども向けイベントなど

の集客イベントを多数開催。 

 

 

地域運営組織の事例～③東遊園地パークマネジメント検討協議会（神戸市中央区） 

有志市民による公園活性化の社会実験。公園内への芝生敷設、図書の持ち寄り、野外

カフェなど様々な活動を展開。 
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地域自治組織（地域運営組織）のあり方に関する研究会について 

 都市部では、防犯や花壇を整えるなどの「エリアマネジメント」の事例が進んで

いるが、土地を保有していないと認可地縁団体として認可されない、フリーライ

ドが可能、などの課題を抱えている。 

 これらの課題に対処するために、地縁型の法人制度である認可地縁団体制度の見

直し（設立目的の拡大など）の検討の方向性や、フリーライドが可能な活動につ

いて費用負担を求める仕組みとしての地域自治組織の可能性を今後の検討課題と

して研究がなされた。 
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地域運営組織の成功要因 

• 全国各地の地域運営組織にヒアリングした結果から、地域の人たちが話し合い、

様々な人たちが意見を言い合う、しっかりと話し合うというのが成功の秘訣である

と思われる。従来型の自治会では、一世帯一票であったが、地域運営組織では一人

一票となっている。ここで世代を超えた多様な意見をくみ取ることができるように

なったことも要因の一つとなっている。 

• また活動を長く続けることも重要である。長く続けていると“力がついてくる”た

め、地産地消やマーケットなどを展開するようになり、経済的な自立のきっかけと

なる。 

• 自治体から地域運営組織への業務委託が発生する場合、いわゆる“自治体が上”とい

う構造に縛られるという一面もあるが、そもそも地域課題を解決するという点が根

底にあるため、市民に向き合い、活動をしている地域運営組織が発言権を持つとい

うこともある。さらに経済的にも自立していけば、自治体に寄りかかる関係でなく

なるのではないか。 

• 会計報告等の書類作成を苦手とする地域運営組織に対する、自治体ができる支援策

としては、例として、高知県では市町村支援の担当者がおり、地域おこしのサポー

トをしている。この中で職員が地域運営組織の書類作成を手伝ったりしている。 

 

地域運営組織に対する国の方針と支援策 
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• これまではいかに多くの地域運営組織を形成するかという方針がとられてきたが、

今後は“地域運営組織の持続可能” がテーマとなっている。現在、総務省では、

そのためにどのような支援が求められているかをリサーチしているところではあ

るが、想定されるものとしては、財源確保、人材育成があると想定されている。 

• 財源確保、人材育成等のポイントについては、地域運営組織のマニュアル（集落ネ

ットワーク圏の形成に向けた地域運営組織の取組マニュアル）を作成し、インター

ネットで広く一般公開している。 

• 今年 7 月に、総理諮問機関である地方制度調査会が立ち上がったが、この中で総理

大臣より「公、共、私のベストミックスを図ってほしい」と言われており、現在、

総務省として、専門家や各省庁に調査をしているところである。新しい法人格をつ

くるのかどうかという点を含めた検討を、今後 2 年かけて行っていることになって

いる。 

 

参考：地域運営組織の設立・運営に関する財政支援策 

地域運営組織の設立・運営に関する財政支援策としては、普通交付税、特別交付税、

が使われている。 

 

 

3.3 雲南市の事例 

 

雲南市の概要 
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雲南市のまちづくりの基本姿勢 

 

 

地域自主組織の設立経緯 
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市民力を地縁単位で集結 

 

 

地域自主組織一覧 
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活動拠点の整備（公民館から交流センターへ） 
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地域自主組織の事例１：躍動と安らぎの里づくり鍋山 

 

 

地域自主組織の事例２：中野の里づくり委員会（１） 
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地域自主組織の事例２：中野の里づくり委員会（２） 
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市民と行政が垂直的関係から水平関係に  

      （統治的）（協働） 
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地域住民自身がまちづくりの当事者へ 

 

 

“垂直的”自治から“水平的”自治への提案 

 

 

補完性の全体スキーム 
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自治の復権へ 
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3.4 浜松市の事例 

 

浜松市総合計画（未来ビジョン 

 

 

浜松市の市民協働 

 

 

多様な主体と行政との連携 
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市民協働推進のための窓口 

 

 

3.5 総務省における「働き方改革」の取り組み 

 

3.5.1 働き方改革チーム の取り組み概要 

 

平成 30 年１月、「働き方改革」の実現に向けて、総務省内に小倉將信政務官、小林

史明政務官、山田修路政務官を顧問として、所属部局に関係なく公募による職員 25

名（課長補佐・係長級。男女比 17:８）で「総務省働き方改革チーム」が結成され、

３班に分かれ、６月まで６回の全体会議に加え、企業視察やヒアリングが重ねられ、

議論の結果が取りまとめられた。 
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コミュニティ担当職員の役割 

 

 

市民活動団体（自治会）について（１） 
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市民活動団体（自治会）について（２） 
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協働における注意点 
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市長のコメント 

自治会について 

• 浜松市はもともと自治会組織がしっかりしている。加入率は 95.5％で全国一と

なっているが、理由として、「浜松まつり」の存在が大きい。 

• ポイントは自治会トップのやる気である。 

• 課題は自治会中心メンバーの高齢化である。 

• 中山間地域の地域自治推進においては、NPO や地域おこし協力隊などの若い人

たちの活躍も見られるようになってきている。 
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行革と行政サービスのあり方について 

• 行革と行政サービスの充実は矛盾しない。行革すれば、そこで浮いた無駄な予

算を有益な行政サービスの充実に回すことができる。 

• 浜松市では、行政と産業界が一緒になり、民間の優秀な社員と、市役所の職員

で審議会（行革審事務局）をつくった。そしてここで行政経営計画をつくった。

ここまでやっている自治体はないと思われる。 

 

担当者のコメント 

業務委託について 

• 現在、西区と龍山地区、二つの地区で、協働センターの管理運営（生涯学習講

座の企画運営を含む）を担ってもらっている。西区。生涯学習講座の企画運営

も含めて委託している。管理運営の一部委託という形で、正規の職員として所

長を置き、あとは任せている。 

• このような動きについては、今後拡大していく方針である。 

コミュニティ担当職員について 

• 地域と顔の見える関係をつくることが重要だと考え、所長のもとに若手のコミ

ュニティ担当職員を置いている。 

• 若い時に地域に濃厚に関わり、将来は本部で政策立案などの重要ポストを担っ

てほしいということを考えている。 

• 橋渡し役として機能して欲しいと考え、地域の会合などに積極的に顔を出し、

御用聞きから始め、地域域の課題を受け止め、共有していって欲しいと考えて

いる。 

 

4 NPO・社会的企業協働型について 

 

4.1 NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察 

 

NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察（１） 

市民協働の歴史 

 都市計画としてのコミュニティデザインから、市民参加型のコミュニティデザイ

ンが考えられるようになったのが、1980 年頃であるが、方針は行政がつくり、適

当に市民の話を聞くという、おざなりの市民参加であった。 

 その中でも三鷹市では、16 万の市民のうち 400 人を集めた、まちづくりディスカ

ッションが行われた。 

 1990 年代終わりから 2000 年代にかけて、市民との協働、パートナーシップとい

う考え方が生まれ、その中で指定管理者制度が設置された。 
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「さいたま市市民活動センター」のケースから見る、指定管理者制度の課題 

 NPO が指定管理者制度を受ける先進事例としての「さいたま市市民活動センター」

に関わってきたが、このケースは、市の条例の中に「NPO に管理を委託する」と

いう記載を設けた先進的なケースであった。しかし 2015 年に、改正を求める議案

が可決され、NPO へは何の連絡もなく、文言の変更がなされた。 

 市と議会が結託すれば、容易に指定管理を停止させることができるという脆さを

抱えている。「担当者レベルできちんと展開しているから大丈夫」という過信は良

くない。というのは難しい。指定管理を受けている NPO は、市、議会、市民と、

定期的に議論を重ねていく必要がある。 

 

NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察（２）ＮＰＯ／ＮＧＯと行政 

協働とは何か 

 「（ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ；ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）協力して働くこと」 

 志や目的／手法が多少違っても、共通の目標に向かって協力関係を結ぶ 

 日常的な「顔の見える」関係性を基盤とした具体的な事業 

２１世紀社会デザインの中での協働－注目されるに至った社会的背景 

 人びと自らによる第３の部門が政府行政機関と民間営利部門とコミュニティと

の間にあってコーディネート役を果たすことが期待されている 

 各セクター間、それらに属する多様な組織間での協同関係が社会デザインの鍵 

 「効率と公正の同時達成」に、人びとの「連帯による信頼」が付加された新しい

公共性・公共圏の担い手 

協働の考え方と進め方～今後の課題  

 意義と目標 

 情報共有によるより的確な活動展開 

 多様な社会的資源（資金／人材／物財／情報／ノウハウ／信用／など）のよ

り 効果的・集約的な活用による社会的課題への対応 

 単独では解決できない社会的課題の解決  

 新しい外部環境により適合したイノベーション（革新）が期待できる  

 協働の原則 

  異質性－行動原理・組織原理等の相違（の認識） 

  対等性－具体的な計画の推進過程における対等な関係 

  有期性－一定期間毎の関係性の見直し  

 「地域力」「市民力」「ソーシャル・キャピタル」を培うために有効 

 

4.2 三鷹市の事例 

 



27 

 

みたか市民プラン 21 会議について 

 三鷹市の基本構想・第 3 次基本計画策定に向けて市民の視点からの提言を行うため

の市民参加組織として、平成 11 年 10 月に発足した会議。 

 市が素案を作成する前の段階からの白紙からの市民参加組織として、また市民が自

立的に運営を行う NPO 型の市民参加組織として、市との関係や互いの役割と責務

を明記した「パートナーシップ協定」を締結しての活動が行われた。 

 発足後、400 名もの市民による、約 1 年間の検討を経て、平成 12 年 10 月 28 日、

提言書「みたか市民プラン 21」を市へ提出。市では、この提言書を受けて、新基

本構想と第 3 次基本計画の素案をそれぞれ「第一次素案」「第二次素案」の形で作

成して提示し、市民 21 会議からはそれに対応して、計 4 回の意見書の提出があっ

た。 

 その結果として、基本構想は 5 月末までに最終案がまとまり、6 月議会へ上程され、

議会特別委員会での審議の後、14 ヶ所の修正を受けて、平成 13 年 9 月 28 日に議

決。第 3 次基本計画は基本構想の議決を受けて最終的な調整を行い、平成 13 年 11

月 28 日に確定。 

 市民 21 会議はパートナーシップ協定に定められた有効期限に従い、基本構想・基

本計画の策定の終了を受けて、平成 13 年 11 月 30 日に第 20 回の全体会を開催し、

2 年間にわたる活動を終了した。 

 会議は解散したが、「これからも、学びと議論の場が必要ではないか」という市民

からの声を受け、産学官民連携による学びの場である「三鷹ネットワーク大学」と、

市民と行政の協働の拠点・市民公益活動を支援する施設・市民や団体の交流の場で

ある三鷹市市民協働センター」がつくられることとなった。 

 

みたか市民プラン 21 会議の成功要因 

 「市民が市民を調整する」というところまでいけばうまくいく可能性が高い。代表

も市民、事務局も市民、運営をボランティアでやったということが成功要因の一つ

の成功要因であると考える。事務局も、市民側と市側に二つつくり、協働する形を

取った。 

 いわゆる”斜に構える市民"というのはどうしてもいるため、自治体職員がそれに

対峙しても、どうしても平行線で終わってしまうため、一緒に参加している市民が

「それはおかしいよ。」と言ってくれる、そういう仕組みをつくるこが重要。一度

このような仕組みができると、”斜に構える市民"は、他の参加者からの反感を買い、

会議に参加しづらくなってくる。 

 プロセスに対する市民の納得を得るため、会議体をつくる前に、「どうやって市民

参加の形をつくるか」を決めるための市民参加会議（準備会）を行った。市民参加

のプレという形で、市民団体の方、自治体関係者、大学関係者、20 名程度に集ま
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ってもらい、半年かけて 4、5 回の会議を行った。その中で、今後展開していく、

市民参加のルール（市民は努力して検討を行うので、市は会議の意見を計画に最大

限入れ込むこと、など）決められた。 

 みたか市民プラン 21 会議に 400 名もの市民が手を挙げたのは、準備会市民一同と

して呼びかけたことも大きいのではないかと考える。また会議は、教育、経済など

の様々な分科会を設置したが、主婦やビジネスパーソンなど、参加者特性に合わせ、

会議の時間帯を昼から夜まで、様々に設定したことも大きな要因の一つであったと

考える。 

 

行政と市民との協働を成功させる要因 

 市民との協働における成功要因の一つとして、比較的若手、30 代、40 代前半ぐら

いの課長職を育てるということもあげられる。市民の中で可愛がってもらいながら

も、言いたいことは言えるという人材を育てることである。プライベートを含め、

若手職員が市民の仲間になりにいく、というスタンスがつくれると、市民に頼って

もらえるようになる。そうなると協働がスムーズに運ぶようになる。 

 三鷹市では現在、教育現場のボランティアに 1 万人が登録している。数学が苦手な

子にマンツーマンで教えてあげたり、遠足に行く際に大人が足りない場合の付き添

いなどの協力をお願いしている。この数字を見て思うのは、活動の場所を求めてい

る人が意外といるということだ。市民参加を募る際に、”自由”な状況と”がちが

ちに決め込まれた状況"の、ちょうど中間ぐらい、そういう活動が参加しやすいの

ではないかと考える。また三鷹市は、昭和 40 年代よりずっと市民参加を続けてき

ているため、市民が、「ちょっとやってみようかな」と思った時に、ひっかかりや

すいような仕組みができているように思われる。 

 

三鷹ネットワーク大学について 

 教育・研究機関の地域への開放と、地域社会における知的ニーズを融合し、民学産

公の協働による新しい形の「地域の大学」 

 市民が地域で活躍するための知識や手法の取得を支援することで、地域の人財をさ

らに生み育て、協働のまちづくりを進める中で、より豊かで安心できる市民生活の

実現を目指してる 

 三鷹市及び近隣都市の 21 の教育・研究機関を正会員とし、60 を超える企業や団体

等を賛助会員として、平成 17 年に設置された。 

 教育・学習機能、研究・開発機能、窓口・ネットワーク機能を持つ。 
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三鷹ネットワーク大学の機能 

三鷹ネット大学では、教育・学習機能、研究・開発機能、窓口・ネットワーク機能

の３つの機能を持ち、産学官民連携によるまちづくりを推進。 

 

 

三鷹ネットワーク大学の正会員 
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三鷹ネットワーク大学の講座（一例） 

 

 

三鷹まちづくり総合研究所について 
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 三鷹ネットワーク大学の研究・開発機能として設置されたもの。 

 三鷹市の新たな政策課題に関する調査・研究を行うことを目的としている。 

 平成 21 年 7 月に、これまで三鷹市が行ってきた「三鷹市まちづくり研究所」を

引き継ぎ、三鷹市と NPO 法人三鷹ネットワーク大学推進機構で協定を締結し、

新たに「三鷹まちづくり総合研究所」として共同設置。 

 研究所所長には三鷹市長が就き、個別のテーマごとに分科会を設置し、運営を三

鷹ネットワーク大学が行う。 

【これまで行われてきた研究会】 

 

 

三鷹まちづくり総合研究所について 

 市の新たな政策課題に関する調査・研究から政策提言を行うために、平成 21 年

７月に三鷹市と三鷹ネットワーク大学推進機構との間で協定を締結し、共同設置

されたもの。 

 研究所の所長には三鷹市長が就き、運営は三鷹ネットワーク大学で行い、 

 （1）市の総合的なまちづくりに資する調査研究に関すること 

 （2）市の基本構想及び基本計画等に関すること 

 （3）新たに検討が必要となった政策課題に関すること 

 （4）その他、まちづくりの課題に関すること 

を掲げ、調査、研究及び提言を行う機関として設置された。 

 さらに三鷹市における教育・子育て支援のまちづくりに関する調査研究、提言を

行うとともに、職員の政策形成能力の向上と三鷹らしい教育・子育て支援のあり

方を理解し実践するための人材育成を図るため、平成 22 年６月に三鷹市、三鷹

市教育委員会及び三鷹ネットワーク大学推進機構の三者で協定を締結し、「三鷹

教育・子育て研究所」も設置された。 

 

ビジネス・インキュベート事業について 

 起業支援講座の開催や無料起業相談などを実施。 

 起業支援講座は、「三鷹身の丈起業塾〜SOHO ベンチャーカレッジ」を軸に講座を

開催。毎週１回、全 15 回で起業の理念や実務的知識を学び、最終的にはワークシ

年度 テーマ

平成28年度 庁舎等建替えに向けた基本的な枠組みに関する研究会

平成26年度 持続可能な都市経営と基本計画改定等の将来課題に関する研究会

平成24～25年度 オープンソース・ソフトウェアを活用した地域活性化に向けた研究会

平成23年度 コミュニティ創生研究会
サステナブル都市三鷹研究会

平成21年度 第4次基本計画と市民参加のあり方に関する研究会
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ョップを経てビジネスプランを作成する講座。修了生は 300 人を超える。 

 平成 22 年度・23 年度には、（株）まちづくり三鷹とコンソーシアムを組み、内閣

府の地域社会雇用創造事業の採択を受けた「みたか身の丈起業塾プロジェクト（社

会的企業の創業および人材創出を支援する事業）」を実施。 

 

 

4.3 宮崎市の事例 

 

NPO 法人宮崎文化本舗について 

 1995 年より開催している"宮崎映画祭"を企画・運営してきた、宮崎映画祭実

行委員会のメンバーが中心となり設立された NPO 法人。2000 年 10 月認証。 

 映画を中心とした芸術文化のまちづくりと、市民活動団体の事務局代行事業

を実施。事務局代行機能では、映画祭のノウハウを元に集客、チケット販売

管理、マスコミへの対応、後援名義や協賛の依頼、広報活動、関係機関との

調整といった幅広い業務に対応。 

 また近年では、霊園墓地、自然休養村センターなどの様々な施設を指定管理

者として運営するなど、多角的な事業展開を図っている。 
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NPO 法人宮崎文化本舗の主な活動 

１．文化、芸術の振興を図る活動   
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 全国初のＮＰＯ法人が運営する常設コミュニティシネマ「宮崎キネマ館」の創

設、運営。自主事業にて、多くの映画監督 や俳優を招きトークイベント等を

開催している。   

 宮崎フィルム・コミッション業務の委託により、宮崎県内での映像撮影を誘致

する業務を実施。  

２．多様な事業者と連携した協働による施設等の指定管理事業   

 みやざきアートセンターの企画、運営 （協働：みやざき子ども文化センター）   

 宮崎みたま園の企画（協働：（一財）みやざき公園協会、（社福）いつか会、（株）

文化コーポレーション）   

 宮崎市自然休養村センターの企画（協働：（株）みやざき社中）   

 萩の台公園の企画（協働：みやざき公園協会） 

 

個別事業の紹介（１） 

 みやざき NPO ハウスの運用 

宮崎県内で活動する NPO 法人、市民活動団体、コミュニティ・ビジネスを実

践する企業のインキュベーション施設。宮崎県が所有する独身寮として建設さ

れたが、利用者減少に伴い一時閉鎖されたものを、宮崎文化本舗が主体となり

運用。15 団体が入居し、NPO の会議等での時間利用も行われている。宮崎文

化本舗は、県から施設を借り受け、民間事業として展開しているが、この事業

により、県としては、これまで赤字となっていた固定資産税が賄えるようにな

った。 

 宮崎みたま園の清掃事業 

敷地面積約 30 平方メートルの公園墓地「宮崎みたま園」の清掃事業（草取り）

を、指定管理者制度を活用し、「社会福祉法人いつか会」との連携による知的

障がい者雇用によって展開。 

 公民館等 CO2 排出抑制モデル事業 

 今年 10 月、県内の自治公民館と太陽光発電事業者を結ぶつけるモデル事

業を開始。 

 事業者は公民館の屋根を借りて、太陽光発電パネルを設置し、売電収益を

得ながら公民館を運営する自治会などに賃借料を支払う仕組み。 

 自治会は、平均 50 万円となる賃借料を運営費に充てていくことができる。 

 事業の展開に当たっては、環境省の補助事業である「平成３０年度二酸化

炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進

事業）事業」を活用し、公民館のニーズに対する基礎調査を実施し、意向

のある公民館を把握したが、この際に、アンケート送付先となる公民館名

簿は、宮崎県より入手することができた。 
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NPO と行政との協働に関する考察 

 宮崎文化本舗に関する怪文書などが出回ることもあるが、行政側はあまり気にして

いないようである。 

 行政側の安心材料として、例えば電通などの大手企業と組んで展開して欲しいとい

う依頼もある。 

 行政は NPO が食べていけるようになるための支援を行うべきであると考えるが、

「団体」として支援をしてしまうと、不公平感がでてしまうため、「プロジェクト」

として支援する子が望ましい。  

 また NPO 支援に当たっては、「小さな成功体験」をつくってあげることと、「ノウ

ハウの伝授」が重要であると考える。 

 地域協議会の活性化に関しては、高齢者と、40～50 代との間を取り持つ「地域コー

ディネーター」をつけることと、「ビジネスを起こしていくこと」がキーになると思

われる。 

 行政側が、公正、平等を求めすぎていると成果はでない。『行政と民間は違う（同じ

立場ではできない）が、“共犯関係”であり、“共汗”が大事』。 

 現在、市民との協働の仕方を身に着けるための、地域課題を見つけビジネスによっ

て解決の道を探るワークショップを行う、職員研修も行っているが、このような人

材育成も重要である。 

 

5 方向性 

 

5.1 NPO・社会的企業協働型の展開に関する考察 

 

背景～神戸市の状況 
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市民と行政との協働に関する神戸市の状況 

市の取り組み 

 2004 年：「神戸市民による地域活動の推進に関する条例」を施行。モデルとなるま

ちづくり組織に対する 3 年間の人的・費用的な支援を行う「パートナーシップ協

定」制度を創設。 

 2016 年：「神戸市地域コミュニティ施策の基本方針」を作成。地域自治協議会によ

る地域コミュニティの運営に移行・発展することを位置付けた。 

市民の取り組み 

 認定 NPO 法人コミュニティ・サポートセンター神戸 

阪神・淡路大震災の発生による全国的な「ボランティアブーム」先駆けとして、

同団体が活躍。 

 生活協同組合コープこうべ 

兵庫県神戸市東灘区に主たる事務所をおく消費生活協同組合。日本の地域生協最

多の約 169 万人の組合員数を誇る、世界的に見ても最大クラスの単一生活協同組

合が存在。 

 

市民と行政との協働に関するヒント（１） 
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市民と行政との協働に関するヒント（２） 

 

 

まとめ（振り返り）（１） 

～住民、民間企業・団体が行政サービスを担うための課題と方策 

ポイント１：行政と住民がイコールパートナーとなる 

 行政側は住民目線に立てるような若手人材を育成 

 住民側は下請けでなく、持続可能な事業モデルをつくるための努力を図る 

ポイント２：行政と住民の橋渡し機能を構築する 

 行政側、住民側、共に歩み寄ることが必要 

 三鷹：住民が主体となった橋渡し／浜松、雲南：行政が主体となった橋渡し 

ポイント３：地縁組織と NPO・社会的企業、二つの組織との連携を進める 

 基礎的な地域自治は地縁組織との連携が効率的 ⇒地域運営組織展開型 

 子育て支援や介護という、地縁組織では担い切れない、専門性の高い分野は、NPO

や社会的企業との地域自治推進を図る ⇒ NPO・社会的企業協働型 

 

まとめ（振り返り）（２） 

～地域運営組織や NPO・社会的企業等との協働を進めていくための自治体の役割 
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1. キャパシティ・ビルディング 

 NPO 等受託側のキャパシティ・ビルディング：いかに持続可能なモデルをつくれ

ることができるか（事業設計）、組織としての体力をつけることができるか（組織

設計）等に関する各種支援 

 自治体職員のキャパシティ・ビルディング：宮崎文化本舗が展開しているような、

市民との協働スキルを身に着けることができるような人材育成ワークショップや、

浜松市や三鷹市のような、現場への若手の投入など 

2．制度設計 

 ”安かろう悪かろう”や”投げっぱなし”ではない、委託制度の設計 

 責任担保の仕組みづくり 

 PPP （パブリック・プライベート・パートナーシップ※ PFI、指定管理者制度、

市場化テスト、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民間委託、自治体業務のア

ウトソーシング等が含まれる）の制度づくり 

 

まとめ（振り返り）（３） 

～参考として、ニュー・パブリック・マネジメントの検討 

 ニュー・パブリック・マネジメントとは、民間企業における経営理念、手法、成

功事例などを公共部門に適用し、そのマネジメント能力を高め、効率的で質の高

い行政サービスの提供を目指すという考え方である。 

 行政の意識を、法令や予算の遵守に留まらず、より効率的で質の高い行政サービ

スの提供へと向かわせ、行政活動の透明性や説明責任を高め、国民の満足度を向

上させることを目指す。 

 1980 年代半ば以降、ニュージーランドでは市町村合併という行政のシステムの最

適規模についての検討がなされ、イギリスでも二層制の地方組織がいいのか、そ

れともロンドンを特別に大きな地方団体として扱うべきかなどについて検討され

た。 

 三つの基本原則として、（1）競争原理の導入（2）業績／成果による成果主義、（3）

政策の企画立案と実施執行の分離（権限委譲）が挙げられる。 
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参考資料：報告会 発表資料 
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